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判決（R (Evans) v Attorney General [2015] UKSC 21, [2015] A.C.1787）である。同判決では，第二
層審判所が皇太子（プリンス・オブ・ウェールズ）と大臣の間の通信の開示が 2000年情報自由化
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Constitutionalism, the Rule of Law and Judicial Review in Britain 
Hidenori SAKAKIBARA
要　　旨
 　近年のイギリスにおいては「立憲主義」が語られ，特に，それが「政治的立憲主義」と「法的立憲
主義」の対立を含む状況になってきた。関連して，司法のあり方も問題となり，司法制度改革が行わ
れた。また，「法の支配」の理解について，形式的概念と実質的概念が区別されるが，現在のイギリス，
さらにはヨーロッパに限ると，実質的概念を含む法の支配が有力になっている。いずれにしても，法
の支配は「司法へのアクセス保障」を含み，その制限には裁判所も学説も批判的である。さらに，「司
法審査の憲法的基礎」をめぐる議論が展開してきた。それは，司法審査の中心に制定法を置く権限踰
越理論とコモン・ローを置くことを重視するコモン・ロー理論の理論的対立である。これらの議論や
制度改革は，一定の普遍性を有し，わが国との比較の観点からも重要である。 
